
貸   借   対   照   表 

２０２２年 ３ 月３１日現在 

       （単位：千円） 

資       産       の       部 負  債 及 び 純 資 産  の  部 

科           目 金      額 科           目 金      額 

（ 資  産  の  部 ）  （ 負  債  の  部 ）   

 流  動  資  産 11,520,486  流  動  負  債 5,854,332 

  現 金 及 び 預 金 44,005   支 払 手 形 262,816 

  受 取 手 形 74,627   電 子 記 録 債 務 1,421,699 

  完成工事未収入金 3,617,705   工  事  未  払  金 2,023,777 

 契  約  資  産 3,419,663   買      掛      金 293,703 

  売   掛   金 346,407   未      払      金 931,926 

  そ の 他 未 収 入 金 1,449,582  未 払 法 人 税 等 385,466 

 材 料 ・ 貯 蔵 品 241,558   未 払 事 業 所 税 12,521 

  商       品 108  未   払   費   用 145,895 

 未 成 工 事 支 出 金 109,843   契 約 負 債 16,329 

  短  期  貸  付  金 2,213,207   預      り      金 15,949 

  そ の 他 流 動 資 産 3,848  賞  与  引  当  金 341,181 

 貸 倒 引 当 金 △70   完成工事補償引当金 3,065 

 固  定  資  産 3,059,847  固  定  負  債 1,425,081 

有 形 固 定 資 産 1,948,259 退 職 給 付 引 当 金 1,413,681 

  建      物 880,091  役員退職慰労引当金 11,400 

  建 物 附 属 設 備 257,570 負 債 の 部 合 計 7,279,413 

  構   築   物 20,654 （ 純 資 産 の 部 ）  

  機 械 装 置 12,050 株  主  資  本  7,298,338 

  車 両 運 搬 具 0 資   本   金 100,000 

  工 具 ・ 器 具 8,173   資 本 剰 余 金 60,000 

  備 品 什 器 84,282  資  本  準  備  金  10,000 

 土      地 685,435 そ の 他 資 本 剰 余 金  50,000 

無 形 固 定 資 産 271,597   利 益 剰 余 金 7,138,338 

 ソ フ ト ウ エ ア 265,261  利  益  準  備  金  29,360 

 電 話 加 入 権 4,034 そ の 他 利 益 剰 余 金  7,108,978 

  諸 施 設 利 用 権 2,302 任 意 積 立 金 2,657,000 

投資その他の資産 839,990   繰越利益剰余金 4,451,978 

投 資 有 価 証 券 117,404 評価・換算差額等 2,582 

  繰 延 税 金 資 産 678,055 その他有価証券評価差額金 2,582 

  そ の 他 の 投 資 44,531  純 資 産 の 部 合 計 7,300,920 

資 産 の 部 合 計 14,580,334 負債及び純資産の部合計 14,580,334 

 
 



 

損   益   計   算   書 

自  ２０２１年 ４ 月 １ 日 
至  ２０２２年 ３ 月３１日 

（単位：千円）   
科              目 金 額               

売 上 高  13,611,753 

売 上 原 価  11,988,958 

売 上 総 利 益  1,622,795 

販売費及び一般管理費  1,186,491 

営  業  利  益  436,304 

営 業 外 収 益   

      受取利息受取配当金 31,303  

      その他の営業外収益 7,319 38,623 

営 業 外 費 用  －  

経  常  利  益  474,927 

特  別  利  益    

  投資有価証券売却益 703,800  

  固定資産売却益 299 704,099 

 特  別  損  失   

固定資産除却損 5,110 5,110 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,173,917 

法人税、住民税及び事業税 439,556  

法 人 税 等 調 整 額 △40,170 399,385 

当 期 純 利 益  774,531 

  

 

 

 

 

 



 

個別注記表 
Ⅰ.重要な会計方針に関する注記 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ①材料及び貯蔵品      ：総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

  ②商品           ：個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法により算定） 

③未成工事支出金      ：個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法により算定） 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

・市場価格のある有価証券  ：決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は  

               全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

・市場価格のない有価証券  ：移動平均法による原価法 

３．有形固定資産の減価償却方法  

  定率法 

   ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物、2016 年 4 月 1 日以降に取得した

建物附属設備、構築物については定額法としております。 

４．無形固定資産の減価償却方法 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5 年）

に基づく定額法を採用しております。 

５．引当金の計上基準   

① 貸倒引当金    ：売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に 

             ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

② 賞与引当金    ：従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上して 

          おります。 

③ 完成工事補償引当金：完成工事の欠陥につき無償で補償する場合に備えるため、 

損失見込額を計上しております。 

④ 退職給付引当金  ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退 

             職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま 

す。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存 



 

勤務期間以内の一定の年数（10 年）により定率償却してお

ります。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均        

残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）により、発生翌年

度より定率償却しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事  

業年度末要支給額を計上しております。 

６．収益及び費用の計上基準 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以下

「収益認識会計基準」という。）等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧

客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することとしております。 

   主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点につい

ては、「収益認識関係」注記に記載のとおりです。 

                

Ⅳ.収益認識関係 
  ・収益を理解するための基礎となる情報 
   工事契約に係る収益認識に関して、従来は工事の進捗部分について成果の確実性  
  が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基

準を適用しておりましたが、少額かつ工期がごく短い工事を除き、履行義務を充足

するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお

履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、工事原価総額に対する発生原価の

割合（インプット法）で算出しております。少額かつ工期がごく短い工事について

は、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を

認識しております。 


